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　サステナビリティ経営の基本的な考え方は、CSR（企業の社会的責任）に取り組むことで、企業としてのリスク要因を低減・排除し、その
上で価値の創造による新たな事業機会を創出していくことです。

サステナビリティ経営の監督・監視
取 締 役 会

各部門、グループ会社

関連事項を経営課題として検討・戦略立案・審議

事務局：サステナビリティ推進部

サステナビリティ委員会

　サステナビリティ課題に関する重要決議事項は、サステナビリティ委員会と常務会で審議・決裁を行い、取締役会で監督・監視が
適切に図られる体制を整えています。

●事業リスクの低減、排除 
●企業としての責任

●従業員の働き方と健康
●労働安全衛生
●環境保全（環境負荷の低減）
●事業を通じた環境・社会貢献
●化学物質管理
●コンプライアンス
●リスクマネジメント

●経済的価値と
　社会的価値の両立
●新たな事業機会の
　創出
●企業価値向上

サステナビリティ
経営

ESG
投資拡大

企業ブランド
向上

経営、事業の
サステナビリティ
（持続可能性）向上

顧客獲得

従業員の
仕事への誇り

優秀な
人材獲得

CSR
（企業の社会的責任）

当社グループの
CSR最重要課題

サステナビリティに関する経営課題の審議・決裁
常 務 会

価値創造

サステナビリティの考え方

サステナビリティ経営の体制

成長の基盤強化
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〈サステナビリティ基本方針〉
私たちは、社会課題解決への貢献を当社の責務と捉え、以下の基本方針に沿ってサステナビリティ経営を推進して
まいります。
　1. 「共創×進化×化学の力」で事業活動を通して社会へ貢献し、持続的成長を実現します。

2. 価値創造により利益を創出し、企業価値向上を目指します。

3. 技術開発をはじめ、事業活動を通して、環境負荷低減に努めます。

4. 従業員一人ひとりの個性の尊重と多様性の拡充を図るとともに、イノベーションを創出する組織作りに取り組みます。

5. 人権・労働・安全・環境・公正な取引などの企業活動に関する国際規範を尊重し、行動します。

6. コーポレートガバナンス、リスクマネジメントの強化を通して、社会から高い信頼を得る経営を実現します。

サステナビリティ委員会 議事
2023年5月議題
1. 価値創造モデルの作成
2. 有価証券報告書サステナビリティ項目追加への対応
3. リスクマネジメント
4. サステナビリティ方針策定、マテリアリティとKPIの検討
5. 事業ポートフォリオ戦略の進捗の確認方法の検討
　
2023年12月議題
1. サステナビリティ基本方針、藤倉化成行動基準
2. CSR調達
3. 事業ポートフォリオ戦略の進捗の見える化
4. リスクマネジメント
5. マテリアリティ検討プロセス
6. 脱炭素
7. TCFD

〈藤倉化成行動基準〉
 1.  私たちは、サステナビリティ経営の実現に向け、各社の業態に応じた経営計画を達成することで、企業価値を最大限
に高めていきます。

 2.  私たちは、継続的に研究開発に努め、優れた製品・サービスを提供します。
 3.  私たちは、法令遵守はもちろんのこと、事業を展開する国や地域の文化・習慣を尊重し、社会の良識に従って行動します。
 4.  私たちは、人権方針に基づき、基本的人権並びに個性を大切にし、いかなる差別をも排除します。
 5.  私たちは、人権方針に基づき、ハラスメントの無い職場を作ります。
 6.  私たちは、反社会的勢力とは一切関与しません。
 7.  私たちは、ステークホルダーのそれぞれの声に配慮し、適正で透明なパートナーシップを構築します。
 8.  私たちは、労働安全衛生マネジメントシステムを構築し、安全・健康を優先して仕事に取り組みます。
 9.  私たちは、環境マネジメントシステムを構築し、事業プロセスによる環境負荷の低減と環境対応製品の創出による
環境貢献に努めます。

10. 私たちは、品質マネジメントシステムを構築し、顧客満足度の向上を目指します。
11. 私たちは、化学品管理マネジメントシステムを構築し、法令などに指定された管理を行うことで、化学品による健康
障害などの防止を図ります。

12. 私たちは、事業継続計画を策定し、お客様への安定的な製品の提供に努めます。
13. 藤倉化成グループに関する情報は、適時適切な方法により公開します。
14. 私たちは、情報セキュリティ方針に基づき、厳重で適切な情報セキュリティ管理により、管理すべき情報の漏えいを
防ぎます。

15. 私たちは、公正取引・倫理方針に基づき、会社の財産（知的財産を含む）を適切に管理・運用するとともに、他社の
財産侵害は一切行いません。

16. 私たちは、地域との対話と活動を通して、地域社会に貢献します。

サステナビリティマネジメント
当社グループは、事業を通じて環境・社会課題の解決に貢献することで、
企業としての持続的な成長と企業価値の向上を目指したサステナビリティ経営に取り組んでいます。
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CSR最重要課題からサステナビリティ・マテリアリティへの進化

成長の基盤強化

　当社では、企業の社会的責任への取り組みを計画・推進するに
あたり、2020年にCSR最重要課題を策定し、それぞれの目標を設
定し、その到達に向けて取り組んでいます。
　第11次中期経営計画からは、2030年のありたい姿「共創×進
化×化学の力で新たな価値を提供する」の実現に向けて、持続的
成長を続ける企業として価値創造の具現化を目標としたサステナ
ビリティ課題への取り組みを進めていきます。

マテリアリティ検討体制

　第11次中期経営計画からサステナビリティへの取り組みの強化の一環として、マテリアリティの策定をサステナビリティ委員会で経営課
題として協議・検討を行っています。

　これまでのCSR最重要課題に加え、社会課題と当社の課題の両
側面で、より高度な課題となる、価値創造の取り組みを全社的な
サステナビリティ課題と捉え、取り組みを推進しています。
　サステナビリティ課題の取り組みの推進をより明確化するため
に、これまでのCSR最重要課題を改め、マテリアリティとし、普遍的
なCSR最重要課題の内容は踏襲しながら、価値創造を主軸とする
内容で、検討を進めています。

マテリアリティ
サステナビリティ課題の推進をより明確化するために、これまでのCSR最重要課題を改め、
新たにマテリアリティとして策定を進めています。普遍的なCSR最重要課題の内容は踏襲しながら、
価値創造を主軸とする内容で、検討を進めています。

当社の課題の大きさ

社
会
課
題
の
大
き
さ

大

小

大小

〈マテリアリティ案〉
当社が解決すべき課題
・ モビリティ環境の変化
・ DX社会の実現
・ 豊かで安心なインフラ
・ 快適便利な暮らしと住まい
・ 健康増進と余暇の充実
・ 気候変動への対応

経営基盤の強化
・ 人的資本・多様性
・ DXの推進

●2030年のありたい姿「共創×進化×化学の力で新たな価値を提供する」の実現に向けて

価値創造の取り組み
• 企業価値向上
• 新たな事業機会創出

〈CSR最重要課題〉
• 従業員の働き方と健康
• 労働安全衛生
• 環境保全
• 化学物質管理

• 事業を通じた環境・社会貢献
• コンプライアンス
• リスクマネジメント

持続成長を続ける
企業として価値創造の
具現化を目標とした
サステナビリティ課題

（現）CSR最重要課題
• 企業リスクの低減
• 企業としての責任

CSR（企業の社会的責任）
として根づき、今後も
継続的に取り組む

マテリアリティ検討のプロセス

　マテリアリティの策定にあたっては、社会課題の大きさと当社
の課題の大きさについて深く検討を行い、従来の守りの取り組
みから、積極的に課題を解決する攻めの取り組みへと進化させて

いきます。そのために、特に従業員とのコミュニケーションを重視
し、全従業員への説明会やアンケート調査などを通して、より多く
の意見を聴き、そして議論を積み重ねて策定を進めています。

全社発表大会でのサステナビリティ推進部からの説明

CSR最重要課題の再認識
CSR最重要課題は、社会課題の大きさと当社の課題の大きさとが合致したものであり、今後もマテリア
リティに進化させて、引き続き取り組む。

2023年度2023年度

2024年度2024年度

価値創造の取り組み
第11次中期経営計画で6
つの社会課題を確認。事業
を通じて社会課題解決を
進めることで、当社の持続
的成長に繋げていく。また、
それを支える人的資本・多
様性の重要性も確認。

マテリアリティとKPIの策定
全社からのアンケート調査結果とサステナビリティ推進部での検討で、マテリアリティとKPIを策定する。

サステナビリティ委員会での審議決裁
企業の社会的責任＋価値創造を新たなマテリアリティとKPIとし、経営課題としてサステナビリティ委員
会で審議決裁。全社でマテリアリティに取り組んでいく。

マテリアリティとしての、
事業を通じた社会課題解決と
人的資本・多様性への取り組み内容の検討
価値創造の取り組みとして、当社が解決すべき6つの社
会課題に対して提供できる価値と、人的資本・多様性へ
の取り組みを全社で検討。全社発表大会にて全従業員
へ説明。全従業員向けアンケート調査実施。

マテリアリティ検討のプロセス

●藤倉化成が解決を目指す6つの社会課題と人的資本・多様性

快適便利な暮らしと住まい

モビリティ環境の変化 豊かで安心なインフラ

気候変動への対応

健康増進と余暇の充実 DX社会の実現

人的資本・多様性
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ストレス
チェック
制度受診率

　少子高齢化の急速な進行と人口減少を背景に高齢者の活躍
が期待されており、企業に対し、70歳までの雇用確保の努力義
務として改正高年齢雇用安定法が2021年4月1日に施行され
ました。当社は法改正への対応と効果的な後継者育成・技術伝
承などを目的として、現在再雇用制度の改定を進めています。
　また、当社では50歳を迎えた従業員に対し、セカンドキャリア

研修を開催し、定年後の働き方、後継者について人事部門との
個別面談を実施しています。

　女性活躍推進の行動計画において女性管理職の増加を掲
げ、その活動を推進しています。会社としては、ライフステージ
にあわせた制度設計を進め、またキャリアデザインを考える機
会として５年に一度、全女性従業員を対象とした女性活躍研修
を実施しています。

■ シニア人材活躍推進

■ 女性活躍推進

　多様な人材が活躍し、多様
な働き方に柔軟に対応するた
め、ワークライフバランスを支
援する制度を推進しています。
また、2021年6月の改正育児
休業法により、育児における雇
用環境整備や男性従業員への
個別の周知と意向確認を行っ
ており、男性従業員の育児休
業取得率が向上しています。

■ 両立支援

■ 障がい者活躍推進
　当社では障がい者の継続的な雇用を行っています。障がい
者雇用に際しては、勤務地や就業環境、仕事の確認など一人
ひとりにあった採用を進めています。

　多様性がイノベーションを生むという考えのもと、当社ではダイバーシティの強化のため、制度構築と教育を主体とし、推進しています。

　当社は、従業員一人ひとりがその能力を最大限に発揮できるよう、自己啓発の支援と定期的な研修制度を実施しています。上長との人事
考課のフィードバック面談や人事部門との面談を実施しており、人材育成を進める上での重要な施策のひとつとして認識しています。

エンゲージメントを
高め、生産性の高い
職場を実現させる

管理者としてマネジ
メントの基礎を身に
付ける

行動変革、チームの
活性化、職場の生産
性向上について学ぶ

主体的に行動し、職
場風土を担う役割を
学ぶ

6ヵ月経過時点で経
営計画の説明、各事
業内容等を理解する

●再雇用制度による継続雇用者数割合

●男性従業員の
　育児休業取得率の推移

社会人としての基礎
やモノづくり、技術開
発について学ぶ

2021年度
8名中8名
100％

2022年度
3名中2名
67％

2023年度
2名中2名
100％

●障がい者雇用比率の向上

2021年度
1.94％

2022年度
2.14 ％

2023年度
2.38 ％

当社の育児休業制度（当社の特長）
育児休業期間は最大、子供が2歳に達した後にはじめて到来する4月末ま
で。短時間勤務制度の対象期間は、子供が小学校3年生まで。他にも、子
の看護休暇として保存休暇制度※の利用が可能。また、制度使用時のハラ
スメント防止と育休開始時・復職時に際しての仕事内容の確認などを目
的とし、本人・職場上長・人事担当部門との三者面談を実施しています。
※保存休暇制度とは、失効する有給休暇を最大100日まで保有することができ、上記育児
関連に加え、本人の私傷病や家族の介護に使用できる当社独自の有給休暇制度です。

両立支援の例
●育児休業・復職時支援
男女を問わず、育児休業取得者に対し、本人・職場上長・人事担当部門と
の三者面談を実施しています。実施の目的は、休業開始前と復職前に制
度利用時のハラスメント防止と育休開始時・復職時に際しての仕事内容
の確認などを行います。
●保存休暇制度
失効する有給休暇を最大100日まで保有することができ、上記育児関連
に加え、本人の私傷病や家族の介護に使用できる当社独自の有給休暇
制度です。
●カムバック採用制度
育児、介護、配偶者の転勤、自己啓発ほかの理由で退職した従業員の復
職支援制度です。　

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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26.4%
33.3%

50.0%

0.0%

部長職研修課長職研修係長研修中堅社員研修フォローアップ
研修新入社員研修

　従業員の働きがいやその能力の最大発揮を念頭に、より良い職場環境の提供を目指しています。当社では定期的にエンゲージ
メント調査を実施しています。昨年度の調査から経営理念の浸透の向上を目指し、2024年度は部長職に向け、職場のエンゲージメント
を高めるための研修を実施する予定です。

■ エンゲージメント調査の実施

　従業員とその家族が健康でいきいきしている
ことが生産性の向上と、企業価値の向上に結びつ
くと考えており、健康維持の支援に取り組みます。

■ 従業員の健康管理 従業員の健康管理の例
●インフルエンザ予防接種の補助
●従業員と扶養家族の健康診断受診勧奨と
　特定健康指導
●役員に向けた職場ごとのストレスチェック
　制度集団分析報告会の実施
●人間ドック受診補助
●健康相談電話窓口の設置

●各種スポーツの奨励
　（文体部、健康保険組合の取り組み）
●海外赴任者の各種予防接種の補助
●海外赴任者の一時帰国制度
  （単身赴任／半年に一度、家族帯同／一年に一度）
●健康増進アプリ（健康保険組合）

ダイバーシティ＆インクルージョン

エンゲージメント

人材育成

96％健康診断
受診率 100％

●当社の教育体系（職位別研修）

現状の数値化項目
（藤倉化成単体の実績）

人的資本経営の実現
当社にとって人は財産です。予測困難で不確実な外部環境の変化に立ち向かうために、当社は人材育成や多様性への
取り組みを積極的に進めています。人材育成方針の策定にあたっては、まず現状把握を行い、あるべき姿を明確にし、
そのギャップを当社の人材育成の課題として、人的資本戦略を具体的に検討しています。

人材に関する基本的な考え方

　持続的成長を支える最も重要な要素は人材であるとの認識のもと、当社の掲げる6つの社会課題の解決に対応し、実行していく人材の
育成・採用を推進することで、人的資本経営の実現に取り組んでいきます。

重点施策

　当社では人的資本戦略に基づき3つの重点施策
を実施しています。各施策を連携させながら、取り
組みレベルの向上を追求しています。

第11次中期経営計画における人的資本戦略

　事業ポートフォリオ戦略推進のため、ガバナンスのもとで人的資本、知財・無形資産への投資、活用方針を明確化します。

●人的資本戦略の概要

エンゲージメント

ダイバーシティ＆
インクルージョン

人材育成
●信頼に足る人材の
　採用と育成
●リーダー人材の育成
●プロフェッショナル
　人材の育成

●コミュニケーションの促進
●人材の定着
●理念の浸透

●女性活躍推進
●シニア活躍推進
●ローカルスタッフの
　経営層登用

●継続的な信頼を獲得できる人材
●事業環境の変化を素早く捉え柔軟に
　対応できるリーダーシップのある人材
●卓越したスキルや技術をもったプロ
　フェッショナル人材

●年齢・性別・国籍を問わず多様な考え
　を行動に移せる環境
●「藤倉化成グループ」で事業を推進
　する組織体制
●心理的安全性の保たれた環境の中
　で健康でいきいきと働ける職場

戦略コンセプト

女性人材比率
従業員 16.6％
管理職   4.7％

（2024年3月31日時点）

育児休業
取得率

男　性   50％
女　性 100％

（2024年3月31日時点）

人事考課の
フィードバック
面談実施率

（2023年度）

100％

創意と行動力をもった
従業員の育成

イノベーションを生む
組織の創出

求められる
人材

求められる
環境

●モビリティ環境の変化　
●健康増進と余暇の充実　
●快適便利な暮らしと住まい
●豊かで安心なインフラ
●DX社会の実現
●気候変動への対応　

藤倉化成が解決すべき
社会課題

成長の基盤強化

成
長
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Scope1 Scope2

　各部門の業務特性に応じたDXを推進し、変化と持続的な成長を支えていきます。

DX推進の取り組み

　地球規模の気候変動は「持続可能な開発目標（SDGs）」の一
つに位置付けられ、2016年11月発効のパリ協定以降、世界中
で取り組みが進んでいます。日本においても、2020年10月に
2050年カーボンニュートラルが宣言され、気候変動への対応
が一層重要となっています。
　当社は、気候変動への対応を重要な企業の社会的責任と認

識し、温室効果ガス排出量削減に向けた取り組みを進めていま
す。これまで「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、
事業活動に伴うCO₂排出量を把握するとともに、独自の環境中
長期目標である「エコビジョン」を設定し、燃料や電力の効率的
な利用や削減に向けた継続的な取り組みを進め、サステナビリ
ティレポートで報告しています。

気候変動問題と当社の認識

　当社は、気候変動への対応を経営課題と認識しています。
2023年5月にTCFD（気候変動に係るリスクと機会についての
国際的枠組み）へ賛同し、国内連結対象グループ会社を含めた
TCFD提言に基づいたシナリオ分析を行いました。（詳しくは
P33をご覧ください）
　また、当社製品の温室効果ガスの削減を進めていくだけでな

く、お客様との取り組みで、新たな技術や新たな分野において
当社製品を用いていただくことでも、温室効果ガス排出量削減
に貢献します。気候変動対策を革新的価値の創造の機会と捉
え、積極的な研究開発とイノベーションを推進し、持続的に発展
し続ける社会の実現を目指します。

気候変動対策での新たな価値創造

2023年度の活動報告

成長の基盤強化 成長の基盤強化

DXの推進
当社は2030年のありたい姿「共創×進化×化学の力で新たな価値を提供する」を目指し、現在、DX推進に取り組んでいます。
DX推進は第11次中期経営計画において、弛みなき変化と持続的な成長を支える経営基盤の強靭化の重要な柱として
位置づけており、当社の成長と持続可能な未来を見据えた取り組みとなります。

当社は、気候変動への対応を経営課題と認識し、サプライチェーン全体での温室効果ガス排出量算定に
取り組んでいます。さらに、国際的な枠組みであるTCFDに基づく開示を進めるとともに、
温室効果ガス排出量削減への取り組みを推進します。

脱炭素社会への貢献
～企業の社会的責任としての気候変動への取り組み～

DX推進人材の育成

　当社グループには、顧客データや配合データ等多くの貴重なデータが蓄積されてい
ます。これらのデータをどのように加工し、情報化するか、またその情報に今後どのよう
な付加価値を付けていくかを考えるきっかけとして、（株）スタージェン代表取締役会長 
医療人工知能研究所所長 鎌谷直之氏を講師に迎え、「どうするDX！」セミナーを2024
年2月に対面と社内ウェビナー形式で開催しました。
　セミナー後のアンケートでは多くの従業員が次回のDX講座を希望する結果となりま
した。2024年度はDX推進に向けたeラーニングおよび実地を含めた講座を開始し、DX
人材の育成に注力していきます。この取り組みはデータ活用の高度化とともに当社の
新たな価値創造に繋げていきます。

DX推進ロードマップ

　第11次中期経営計画の一環として、DX推進のロードマップを
策定し、2030年のありたい姿に向けた持続可能な成長を目指し
ています。2024年度には、従業員のデジタルスキル向上を図り、
全社的なデジタル化を促進することに注力します。この取り組み

は、2025年度以降の発展の基盤となります。デジタル技術を活
用した業務効率化とデータに基づく意思決定を導入し、経営基盤
の強化を目指していきます。

▶原材料情報の高度化
▶実験データの共有活用
▶知財情報

　欧州企業ではすでに対応が進んでおり、比較的情報提供が
迅速ですが、国内企業では未だ体制構築中であったり、現時点
で未対応などの回答不可も多く、企業規模や業種などによって
対応が大きく異なっています。また情報提供には、覚書の提出

や秘密保持契約の締結などが必要になる企業もあり、収集に時
間が必要な状況です。このような状況の中、当社では積極的に
一次データの収集に注力し、CO₂算定精度の向上に努めてい
ます。

■ 関係する取引先からの一次データ入手活動を開始

　お客様から製品CFPの算定の依頼を受けた際に、より敏速に
対応するため、製品CFPの算定システムを構築し、運用していま
す。特にCO₂排出割合の大きいScope3 Category1について

は、原材料メーカーからの一次データを優先する他、入手が困
難な場合でも、IDEAデータを基に算定し、お客様に素早く製品
CFPを報告しています。

■ カーボンフットプリント算定の効率化への取り組み

　2023年3月に環境省、経済産業省が発行した「サプライ
チェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイド
ライン」（ver.2.5）に沿って当社の算定方法を文書化し、所管役

員の承認の上、運用を開始しました。今後、必要に応じて改訂し
算定範囲の拡張、算定精度の向上に取り組んでいきます。

■ Scope1、Scope2、Scope3の算定方法を文書化、運用開始

燃料の
燃焼

電気の
使用

Scope3

①原材料 ⑦通勤④輸送・配送

その他：②資本材、③Scope1、2に含まれない燃料およびエネルギー
　　　　関連活動、⑤廃棄物、⑥出張、⑧リース資産

上流 Scope3下流自社

⑪製品の
   使用

⑫製品の
   廃棄

その他：⑨輸送・配送、⑩製品の加工、
          ⑬リース資産、⑭フランチャイズ、⑮投資

「どうするDX！」セミナー

研究開発
▶生産計画、プラント制御
▶在庫情報
▶受発注、デリバリー業務

生産・業務

▶新規顧客の開拓
▶担当者間の情報共有
▶顧客とのコンタクト

営業
▶基幹システムの強化
▶デジタル人材育成
▶経営の見える化

間接

2024年度 2025年度 2026年度

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3

DX教育
eラーニング
（DXリテラシー標準）

DX教育
eラーニング＋実地

DX教育
データ分析や
デジタルツール
基礎

データドリブンの活用
データサイエンス

DX教育開始
全従業員対象

プロジェクトチーム発足
現状分析・ニーズ

具体的な計画策定
デジタル戦略

プロジェクトの
実施

ITインフラ
設備の確認、改善

ITインフラ
DXを支える
核となる技術・設備

デジタルプラットフォーム
データ収集と一元管理

Ｄ
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大

大小

小

リスクマネジメント
当社では、健全かつ円滑に事業運営を行うために、業務全般に関してのリスクを未然に防止するための
管理体制を整備するとともに、リスクが発生した場合の対応方法を定めています。

リスクマネジメントの考え方

　当社は、事業の運営の阻害要因となるリスクをできる限り可視
化し、重大な危機の発生を未然に防ぐことと、万が一重大なリスク
が顕在化した場合に当社への影響を最小限に留めることを重要
な経営課題と捉えています。
　企業を取り巻くリスクは、社内に内在するリスクだけでなく多岐

当社では、リスクを洗い出し、リスクマネジメントの計画を立て（Plan）、それを実行に移すための
体制づくりと社内への認知を進めています（Do）。その後、定期的に運用状況や新たなリスクがな
いか調べ（Check）、改善計画を実施（Action）しています。PDCAサイクルを回すことで、リスク
マネジメントの効果を維持できるよう取り組んでいます。

にわたり、またその規模や頻度もさまざまです。
　当社では、全社的リスクマネジメントのプロセスを明確にしてい
ます。リスクに応じた適切な対策を講じ、そのリスクを軽減させる
ことで、当社の持続的成長と企業価値向上へ繋げていきます。

リスクマネジメントにおける全社リスクの特定と対応策定

　第11次中期経営計画からサステナビリティへの取り組みの強化の一環として、全社的な潜在リスクの統括をサステナビリティ委員
会で経営課題として取り上げ、改めて全社的視点での潜在リスクを明確化し、リスク軽減への取り組みに着手しました。

　決定した軽減すべきリスクについては、リスクオーナー（所管役員）の下、各部門で具体的な対応策を検討し、実行・評価・改善の
PDCAサイクルを回しながら取り組んでいきます。その取り組み状況については、定期的にサステナビリティ委員会で協議・検討を行
い、全社リスク管理体制の強化を推進していきます。

リスクマネジメント体制

　当社では従来からリスクの種類に応じた管理体制を構築しています。第11次中期経営計画からサステナビリティへの取り組みの強化の
一環として、全社的な潜在リスクの統括をサステナビリティ委員会で経営課題として協議、検討を行っています。

PDCA

Pla
n Do

Che
ck

計画 実行

改善 評価

A
ction

計画を策定する 計画を実行する

改善を考える 行動を評価する

リスク対応の
優先順位づけ
（リスク評価）

リスク対応策定当社のおかれた
環境を分析

リスクの
大きさ算定
（リスク分析）

リスクの
洗い出し
（リスク特定）
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 4. リスク対応の優先順位付け（リスク評価）
さまざまな要素を考慮して優先順位づけ。
　 5. リスク対応策定
それぞれのリスク項目についてリスクオーナー（所管役員）を決定。全社でリスク軽減に取り組む。

リスクの発生頻度

リ
ス
ク
の
大
き
さ

※軽減に分類されるリスクが、対応すべき潜在リスク。
※既存のマネジメントシステムに包含されるリスクは除外。

軽減

共有
アウトソーシング

受容
現状を受け入れる

回避
事業サービス
業務停止

監督・監視
取 締 役 会

経営課題として潜在リスクを協議・検討
（事務局：サステナビリティ推進部）

サステナビリティ委員会

経営課題の審議・決済
常 務 会

 1. 環境分析  
当社が持続的に成長し、企業価値を向上させるために、当社
のおかれた環境を確認。
　 2. リスクの洗い出し（リスク特定）
外的要因・内的要因の両面で、各部門の業務フローから、想定
されるリスクを洗い出し（オペレーショナルリスク、財務リス
ク、戦略リスク、ハザードリスクで、計84分類）。
　 3. リスクの大きさ算定（リスク分析）
洗い出したリスクの計量を実施。大きさ、頻度の二軸でリスク
マトリックスを作成。共有・回避・受容・軽減に分類し、そのうち
軽減に分類されるリスクを対応するべきリスクとする。既存の
マネジメントシステム等に包含されるリスクは除外したものを
潜在リスクと判断。

成長の基盤強化
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情報システム誤作動
事業ポートフォリオ
研究開発

価格戦略従業員の高齢化

市場ニーズ変化

海外要員不足

国際社会の圧力

異常気象

為替変動
海外拠点 貿易問題

原材料供給

情報技術
技術革新

株価変動

雇用環境悪化

原料の高騰

設備投資

資産の減損

設備故障

サイバーテロ

パンデミック

政変・テロ戦争

経済危機

知的財産

火災・爆発・洪水

竜巻・風害・落雷

地震・津波・噴火
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　事業活動を阻害する恐れのあるリスクの
把握と必要な対策について、サステナビリ
ティ委員会で協議検討し、気候変動に関す
るリスクおよび機会はサステナビリティ委
員会で課題化し、全社で取り組んでいます。

■ 当社の気候変動のリスク・機会の概要と対応

リスク管理 指標および目標

成長の基盤強化

気候変動への対応
(TCFD提言に基づく情報開示)

当社は気候変動問題を重要課題の一つとして挙げており、2023年5月に気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）に
賛同しました。TCFD提言に沿って気候変動が事業活動に与える影響を分析・評価し、複数のシナリオに基づく対応策を策定し、
事業のレジリエンス向上を図るとともに、これらの取り組みをステークホルダーの皆様に開示してまいります。

当社は、社会的責任の観点からサプライチェーンを通じた人権や環境、コンプライアンス等への適切な対応を
行うため、サプライチェーンを遡った形での調査・適切な管理を実施し、持続可能な調達を目指しています。

CSR調達

　昨今の企業の社会的責任拡大に伴い、お取引先企業様の取
り組み状況の調査を昨年に引き続き、実施しました。
　当社の「サステナビリティ基本方針」「藤倉化成行動基準」
「人権方針」「労働安全衛生方針」「環境方針」「省エネルギー方

針」「公正取引・倫理方針」「品質方針」「化学物質管理方針」「情
報セキュリティ方針」をお取引先企業様に確認いただき、CSR
活動への理解を求め、下記の8項目に関して、取り組み状況の
自己評価をいただきました。

お取引先企業様のCSR活動の取り組み状況調査

　気候変動に関する重要決議事項は、代表取締役社長を委員長
として設置したサステナビリティ委員会および常務会で経営課題
の審議・決議を行い、取締役会で監督・監視が適切に図られる体
制を整えています。

　具体的な対応や取り組みは、サステナビリティ委員会で協議
し、委員会での議論の内容は少なくとも年1回の頻度で取締役会
に報告しています。サステナビリティ委員会は常勤取締役をメン
バーとして年2回以上必要に応じて開催しています。

ガバナンス

戦略

　TCFD提言に基づいたシナリオ分析を行い、特定された「リスク
と機会」について気温が1.5℃、4℃上昇した世界観に照らし合わ

せ、事業影響評価を進めました。2023年度は評価対象を国内連
結会社まで拡大しました。

　今後は、お取引企業様への取り組み状況の自己評価に対する
フィードバックの実施を行うとともに、自己評価の低いポイン
トに関しては改善のお願いを行っていきます。
　また、引き続き、取り組み状況の調査も継続し、サプライ
チェーン全体でのCSR向上に向け、取り組みを継続していき
ます。

　2023年度の藤倉化成（国内連結）の温室効果ガ
ス排出量は表の通りです。当社では藤倉化成（単
体）単体の事業活動における環境負荷低減の目標
として2030年度までにScope1、Scope2における
CO₂排出量41%削減（2013年度比）としています。

2023年度の対象サプライヤー選定基準
●購買金額の各事業部上位の会社
●2022年度にすべての項目で自己評価の高かった会社は除く
●2022年度に自己評価の低い項目があった会社は再調査
●過去、品質トラブル、納期トラブルのあった会社
計18社を選定しました。

成長の基盤強化

成
長
の
基
盤
強
化
／
気
候
変
動
へ
の
対
応（
T
C
F
D
）／
C
S
R
調
達

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

C
S
R
情
報

価
値
創
造
戦
略


	01-50_SustainabilityReport_240906.pdf
	fujikura_sustainability_19-20_0905.pdf
	01-50_SustainabilityReport_240904.pdf
	01-50_SustainabilityReport_240827.pdf
	01-50_SustainabilityReport_240826.pdf
	01-50_SustainabilityReport_240822.pdf
	fujikura_sustainability_h1-22_0822_2.pdf



	fujikura_sustainability_01-22_0903 (002).pdf
	fujikura_sustainability_0904 (003).pdf


	report2024_h1-22-h4.pdf



